
当
学
院
は
、
国
の
重
要
文
化
財

に
指
定
さ
れ
て
い
る
、
石
積
み
の

港
「
三
角
西
港
」
の
一
角
に
あ
り

ま
す
。
眼
下
に
紺
碧
の
海
・
天
草

の
橋
を
望
め
る
環
境
の
地
に
そ
び

え
立
っ
て
お
り
、
世
界
を
ま
た
に

架
け
る
船
舶
職
員
（
３
〜
６
級
海

技
士
）
を
養
成
す
る
、
全
国
で
唯

一
の
公
立
機
関
（
国
土
交
通
省
登

録
機
関
）
で
す
。

ま
た
、
同
時
に
、
船
舶
免
許
証

等
の
更
新
講
習
機
関
で
も
あ
り
ま

す
。こ

こ
で
は
、
当
学
院
の
業
務
で
、

宇
城
市
の
皆
さ
ま
で
船
舶
免
許
証

等
を
お
持
ち
の
方
に
関
係
の
あ
る
、

船
舶
免
許
証
等
の
更
新
講
習
関
係

に
つ
い
て
、
紹
介
し
た
い
と
思
い

ま
す
。

当
学
院
で
は
、
小
型
船
舶
免
許

証
の
更
新
講
習
・
失
効
再
交
付
講

習
を
、
毎
週
火
曜
日
の
朝
と
毎
月

第
２
水
曜
日
の
夜
実
施
し
て
い
ま

す
。
ま
た
、
大
型
海
技
免
状
の
更

新
講
習
・
失
効
再
交
付
講
習
も
月

1
〜
2
回
程
度
実
施
し
て
い
ま
す
。

【
小
型
船
舶
免
許
証
の
更
新
講
習
・

失
効
再
交
付
講
習
】

○
毎
週
火
曜
日
の
朝
は
、
午
前
8

時
30
分
受
け
付
け
の
9
時
開
始

で
す
。

○
月
1
回
の
第
2
水
曜
日
の
夜
は
、

午
後
6
時
受
け
付
け
の
6
時
30

分
開
始
で
す
。

○
講
習
時
間
は
、
更
新
講
習
の
方

は
1
時
間
、
失
効
再
交
付
講
習

の
方
は
2
時
間
20
分
で
す
。

○
免
許
証
の
更
新
講
習
は
有
効
期

日
の
1
年
前
か
ら
受
け
ら
れ
ま

す
。（
早
く
受
け
て
も
有
効
期
間

は
短
く
な
り
ま
せ
ん
）

☆
当
日
、
持
参
す
る
も
の
、
操
縦

免
許
証
・
住
民
票
1
通
（
本
籍

記
載
の
も
の
）
・
写
真
2
枚

（
4.5
×
3.5
ｃ
ｍ
）
・
講
習
料
等

【
大
型
海
技
免
状
の
更
新
講
習
・
失

効
再
交
付
講
習
】

○
日
程
お
よ
び
、
講
習
時
間
は
異

な
り
ま
す
の
で
、
当
学
院
に
お

問
合
せ
下
さ
い
。

☆
持
参
す
る
も
の
、
海
技
免
状
・

写
真
（
３
×
３
ｃ
ｍ
）
2
枚
・

講
習
料
等

講
習
を
希
望
さ
れ
る
人
は
、
ま

ず
、
当
学
院
ま
で
電
話
で
連
絡
し

て
下
さ
い
。（
当
日
の
書
類
作
成
を

事
前
に
行
い
、
待
ち
時
間
を
短
く

す
る
た
め
）

問
合
せ
先

宇
城
市
立
九
州
海
技
学
院

宇
城
市
三
角
町
三
角
浦
１
１
９
３

1
５
２
│
２
４
５
１
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国
勢
調
査
は
、「
統
計
法
」
と
い

う
法
律
に
基
づ
い
て
、
10
月
１
日

現
在
、
国
内
に
住
ん
で
い
る
す
べ

て
の
人
を
対
象
と
し
て
行
う
も
の

で
す
。

「
統
計
法
」
で
は
、
正
確
な
統
計

を
作
成
す
る
た
め
に
、
調
査
票
の

記
入
お
よ
び
、
提
出
の
義
務
（
申

告
義
務
）、
調
査
員
を
は
じ
め
と
す

る
調
査
関
係
者
の
守
秘
義
務
、
調

査
票
の
統
計
目
的
以
外
へ
の
使
用

禁
止
な
ど
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

▼
法
律
な
ど
に
基
づ
く
利
用

議
員
定
数
の
決
定
、
市
や
政
令

指
定
都
市
の
設
置
、
地
方
交
付
税

の
算
定
、
都
市
計
画
の
策
定
な
ど

は
、
法
律
に
よ
り
国
勢
調
査
の
結

果
を
利
用
す
る
よ
う
に
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

▼
行
政
施
策
な
ど
へ
の
利
用

介
護
の
充
実
や
安
心
し
て
子
ど

も
を
生
み
育
て
る
環
境
の
整
備
な

ど
豊
か
な
福
祉
社
会
実
現
の
た
め

の
諸
施
策
の
基
礎
資
料
と
し
て
、

高
齢
者
や
子
ど
も
の
い
る
世
帯
な

ど
の
統
計
が
利
用
さ
れ
ま
す
。

ま
た
、
住
民
の
安
全
を
守
り
、

災
害
の
規
模
を
最
小
限
に
く
い
止

め
る
有
効
な
防
災
対
策
を
立
て
る

た
め
に
、
国
勢
調
査
か
ら
得
ら
れ

る
人
口
の
地
域
分
布
、
昼
間
人
口

や
住
宅
の
建
て
方
な
ど
の
統
計
は

必
要
不
可
欠
な
も
の
で
す
。

問
合
せ
先

平
成
17
年
国
勢
調
査
宇
城
市
実

施
本
部
（
本
庁
広
報
統
計
課
内
　

1
３
２
│
１
１
１
１
）
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国
勢
調
査
は
法
律
に
基
づ
い
て

行
わ
れ
ま
す

市では、新エネルギーの確保と地球環境の保全に寄与
するため、住宅用太陽光発電システムを設置される人に
補助金を交付します。

■住宅用太陽光発電システムとは････
住宅の屋上等で太陽光を利用して発電する装置等を言います
■対象者（次の要件を満たす人）
・本市に住所を有する人または、本市に住所を有する予定の人
・システムを自らの住宅に設置し、使用する人
・財団法人新エネルギー財団から住宅用太陽光発電導入促進事業補助金の交付を受ける人
■補助額 １万円×システムを構成する太陽光電池モジュールの最大出力値（単位はキロワット）

ただし、４キロワットを上限とします。
■申請受付開始日 8月１日から
■その他 平成17年４月１日以降において、すでにシステムを設置された方も対象となります。
■申込み・問合せ先
本庁企画課　132－1111（内線243）

１．病気とみなされないもの
・正常な妊娠　　　　　　　　　　　　　・経済的な理由による妊娠中絶
・お産・美容整形・歯列矯正　　　　　　・健康診断、予防注射など

２．仕事上のけがや病気
これは雇用主が負担すべきものなので、労災保険の対象となります。

３．給付制限にあたる場合
・自分自身による故意または犯罪行為による病気やけが
・けんか、泥酔などによる病気やけが
・医師や保険者の指示に従わなかったとき

交通事故にあったら（示談の前に必ず国保に届け出を！）
疾病や負傷などの原因が、交通事故など第三者から受けた行為による場合には、治

療費は、加害者が負担することになっています。国保で保険診療は受けられますが、
国保への届け出が必要となります。

受付・問合せ先
本庁市民課国保係 132－1111（内線124） 三角支所市民課国保年金係 153－1111
不知火支所市民課国保年金係 133－1111 松橋市民センター市民課国保年金係132－1111
小川支所市民課国保年金係 143－1111 豊野支所市民課国保年金係 145－1111

宇
城
市
立 

九
州
海
技
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ら
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宇
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九
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海
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国
勢
調
査
に
ご
協
力
く
だ
さ
い�

国
勢
調
査
に
ご
協
力
く
だ
さ
い�

国
勢
調
査
の
結
果
は
各
方
面
で

利
用
さ
れ
て
い
ま
す

ご注意ください！国保が使えない診療もあります。�ご注意ください！国保が使えない診療もあります。�


